
　

那須町の人事行政の運営等の状況について

平成27年8月
那須町長　高久　勝

１職員の任免及び職員数に関する状況
⑴職員の任用状況

職員採用試験は、那須地区広域行政事務組合管内の市町村が同一日に実施しています。
試験内容は、高等学校卒業程度の教養試験、適応性検査及び面接試験を行っています。
選考による試験は、職務遂行の能力の有無を選考の基準に適合しているかどうかに基づいて
判定しています。

②任用状況(26年度中採用者数)
ア　試験による採用者数 15 人 （前年度　17人）
イ　選考による採用者数 1 人 （前年度  　2人）

⑵職員の退職者数
①定年・早期退職者数 13 人 （前年度 8人）
②普通退職者数 1 人 （前年度　4人）
③死亡退職者数 0 人 （前年度　0人）

⑶定員管理の状況（前年4月1日現在）
◎「那須町の給与・定員管理について（平成26年度）」参照

⑷再任用制度の実施状況
定年による退職者、また一定の要件を満たす定年前退職者において、高齢者の知恵や知識を
広く活用する等の観点から、60歳代前半に公務部門で働く意欲と能力のある者を任用するもの
です。
再任用者数 0 人

⑸任期を定めた職員の採用状況
制度化しておりません。

２職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況
⑴人件費の状況
⑵職員給与費の状況
⑶職員の平均給料月額
⑷職員の初任給の状況
⑸職員の経験別年齢・学歴別平均給料月額の状況
⑹一般行政職の級別職員数の状況
⑺昇給期間短縮の状況
⑻特別昇給の実施状況
⑼職員手当の状況
⑽勤務時間の状況

午前8時30分から午後5時15分(午後零時から午後1時までは休憩時間)
⑾年次有給休暇（26年度の取得状況）

一年度に20日（残日数は20日を限度に翌年に繰り越しができます。）
①平均付与日数 38.2 日
②平均取得日数 10.9 日
③付与日数に対する取得率 28.5 %
※一般職に属する職員（中途採用退職者、育児休業取得者を除く）

　那須町人事行政の運営等の公表に関する条例第3条第1項の規定に基づき、前年度における那
須町の人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表いたします。

①試験・選考に関する制度の概要

◎「那須町の給与・定員管理について
（平成26年度）」参照 
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⑿特別休暇
公民権行使，ボランティア，結婚，出産，夏季休暇等，特別の事由により
職員が勤務しないことが相当である場合

26年度の取得状況 3.3 日
※前年度から引き続き取得している職員を含む。

⒀育児休業及び部分休業
地方公務員の育児休業等に関する法律に基づき、任命権者の承認を受けて、男女ともその職
員の子が３歳に達する日まで育児休業を取得できます。
また、公務に支障がない場合には、1日2時間の範囲内で部分休業が取得できます。
なお、育児休業及び部分休業中の期間は無給になります。
①26年度中に育児休業を取得した者 8 人
②26年度中に部分休業を取得した者 2 人
※前年度から引き続き取得している職員を含む。

⒁介護休暇
職員の配偶者、父母、子等が負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障があるもの
の介護をするために勤務しないことが相当であると認められる場合に取得できます。
26年度中に取得した者 0 人
※前年度から引き続き取得している職員を含む。

⒂病気休暇
職員が病気や負傷のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認められる
場合の休暇です。休暇の期間は、公務上の負傷又は疾病及び結核性疾患においては1年以
内、その他の負傷又は疾病においては90日以内で取得できます。
26年度中に取得した者 10 人
※前年度から引き続き取得している職員を含む。

⒃就学部分休業・高齢者部分休業
制度化しておりません。

３職員の分限処分及び懲戒処分の状況
⑴分限処分の状況

職員が、勤務実績がよくない場合、心身の故障等一定の理由に該当し、職責を果たすことが
できない場合に、公務能率の維持向上を目的に、その職員の意に反して、免職、休職等の処
分をすることができます。

（26年度の処分状況）
ア　降任 1 人
イ  免職 0 人
ウ  休職 0 人
エ　降給 0 人

⑵懲戒処分の状況
公務員の勤務関係の秩序の維持を目的に、職員に一定の義務違反があった場合に、職員の
道義的責任を問うことを目的に行う処分です。

（26年度の処分状況）
ア　戒告 0 人
イ　減給 1 人
ウ　停職 0 人
エ　免職 0 人
オ　訓告等 0 人

４職員の服務の状況
⑴地方公務員の服務規律の概要

・職務に専念する義務職員は、法律又は特別の定がある場合を除くほか、その勤務時間及び
職務上の注意力全てをその職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責を有す
る職務にのみ従事しなければなりません。
・職務に専念する義務の免除職員は、次の各号の一に該当する場合において、あらかじめ任
命権者の承認を得て、その職務に専念する義務を免除することができます。
①研修を受ける場合
②厚生に関する計画の実施に参加する場合
③地方公務員法第55条第8項の規定に基づき、適法な交渉を行う場合
④前3項に規定する場合を除くほか、町長が定める場合

平均取得日数
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⑵服務規律の確保のためにとった措置の概要
年末年始や選挙における公務員倫理の確保を図るため、綱紀粛正の周知を行っています。
また、交通安全の誓約書を、町長あて年2回提出し、交通安全の推進を図っています。

⑶営利企業等の従事制限の状況
職員は、任命権者の許可を得なければ、勤務時間の内外を問わず、次の行為をすることが禁
じられています。
①営利を目的とする私企業を営む会社その他の団体の役員その他の地位を兼ねること。
②自ら営利を目的とする私企業を営むこと。
③報酬を得てなんらかの事業又は事務に従事すること。
26年度における許可件数 53 件

（許可された主な事業）
ア　農業関係 14 件
イ　消防団関係 25 件
ウ　調査員関係 6 件
エ　役員関係 3 件
オ　その他 5 件

５職員の研修及び勤務成績の評定の状況
⑴研修の実施状況

職員研修は、那須地区広域行政事務組合圏内の市町村が合同で行っている研修及び栃木県
市町村職員研修協議会が行う研修等に参加しています。

（参加者数）
ア　栃木県市町村職員研修協議会の実施する研修 54 人
イ　那須地区広域行政事務組合が実施する研修 105 人
ウ　庁内研修 11 人
エ　市町村アカデミー 0 人

⑵勤務成績の評定の実施状況
人事評価制度については、職員の能率及び公務能率の向上を図るため、平成２５年４月１日
より実施しております。

６職員の福祉及び利益の保護の状況
⑴職員の健康の保持増進対策

①職員生活習慣病予防検診、歯科健康診断及び人間ドックの実施
（受診者数）
ア　生活習慣病予防検診受診者 254 人
イ　歯科健康診断 46 人
ウ　人間ドック受診者 140 人

⑵労働安全衛生法に関する事項
毎年、職員安全衛生管理規定に基づき安全衛生管理計画を策定し、出先機関の職場巡視を
行っています。
また、安全衛生管理委員会を開催し、労使による職場の安全衛生の向上を図っています。
26年度の職場巡視箇所数 15 箇所

⑶災害補償の実施状況
職員又は非常勤の職員が公務上の災害又は通勤途上の災害を受けた場合、医療等の補償を
します。
26年度の認定件数 2 件

７勤務条件に関する措置の要求の状況
係属事案はなく、26年度に新たな措置要求はありません。

８不利益処分に関する不服申立ての状況
26年度における不服申立ての審査の状況は、次の表のとおりである。

審査の状況

書面審理中

事　案　名

平成26年（不）第1号

請　求　事　項

分限降任処分取消請求

受理年月日等

H26.6.2　受理
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